








































































































































1903 2096 2159 2088 1904
たんぱく質
(g)
59.2 69.7 78.7 79.0 71.1
脂 質
(ｇ)
14.7 24.7 52.4 56.9 53.9
炭水化物
(ｇ)
386 399 332 298 267
Ｐ比(％) 12.4 13.3 14.6 15.1 14.9
Ｆ比(％) 6.9 10.6 21.8 24.5 25.5















































































































































穀 類 398.4 452.6 336.3 308.9 257.6
い も 類 277.9 64.4 63.3 63.2 59.1
砂 糖 類 0.5 12.3 14.8 11.2 7.0
油 脂 類 1.7 6.1 17 17.7 10.4
野 菜 類 357 214.1 252.8 252 279.8
海 藻 類 4.2 4.7 5.5 5.6 14.3
種 実 類 0.3 0.5 1.5 1.4 1.9
肉 類 5.7 18.7 64.4 71.7 80.2
魚 類 45.3 76.9 90.1 90 84
卵 類 1.3 18.9 40.3 40.3 34.2
大豆・大豆製品 37.2 45.2 68.5 66.6 57.5
牛乳・乳製品 3.1 32.9 100.6 116.7 125.1




































































































































































































































0% 20% 40% 60% 80% 100%
穀類 動物性食品 油脂 その他食品
１万円未満
１万円～1.5万円
1.5万円～2.0万円
2.0万円以上
図９． 熱量の食品群別摂取の構成割合（家計の現金支出
階層別）1972（昭和47）年厚生白書
図10．国別の三種燃料の混合比率14)
「日本型食生活」の形成と変容
る知識が必要である。
　年齢階層別に関して分析する。近年、生活習慣病対策
として年代別に多様な栄養教育が展開されている。｢食
事バランスガイド｣は策定以降、学童・青年・成人・高
齢者の栄養指導、特定健診指導などに利用されており、
幼児用や妊産婦用の｢食事バランスガイド｣も考案され活
用されている。妊娠から出産・子育てに至る過程でも主
食・主菜・副菜で栄養バランスを取ることを推奨してい
る。地域での取り組みは、地産地消を考えた地域の食文
化の啓蒙活動にまで各地域で食育活動が実践されている。
　米を中心に各地の産物を活かした食事の見直し、米､
魚・野菜・大豆中心の伝統的な食べ物の調理の方法を知
るなど、親から子へ行事食や伝統食を子どもに伝えてい
くことが飽食を食い止める手段のひとつとされ、また、
日本の食料自給率を上げることにも繋がる。
　2005 (平成17)年の食育基本法成立により、食育が位
置づけられ、疾病を未然に防ぐため一次予防に主眼をお
いた食生活のあり方や食品の選択方法などの普及が、各
地で食育推進運動の取り組みとして展開されている。特
に、幼児期から料理作りに参加させるキッズ・イン・ザ・
キッチンや、環境にやさしいエコ・クッキング料理など
や、食事作り運動などの取り組みがされている。おいし
く食べる工夫をする技術と知恵を学ぶ機会を得ることで
もある。｢日本型食生活｣を実践し継承することが、健康
寿命の延伸につながるよう期待したい。
　
５．まとめと今後の課題
・国民栄養調査結果をベースに、エネルギー・および栄
養素摂取量、食品群別摂取量、食事バランスガイドを用
いた評価を行い、日本型食生活の確立と変容について検
証することができた。
・エネルギー摂取量をみると、不足の時代を経済成長に
よって脱却し「日本型食生活」を確立させたが、その後
摂取エネルギー量が減少しても、それ以上に消費エネル
ギー量が減少し、肥満から生じる生活習慣病が発症して
いることが問題となっている。
・PFC比率の炭水化物エネルギー (C)比は、米の摂取
量が減少したため2005 (平成17)年に59.6％ (適正62～
65%)にまで減少し、動物性食品・油脂の摂取量の増加
により脂肪エネルギー比率は1988 (昭和63)年以降に
25％を越えたまま現在に至り、同時に心疾患・脳血管
疾患が増加している。これらの現象については、国民栄
養調査の平均値でみているため、年齢別・地域別に条件
が混在し、個人間格差が大きい状況にあると思われる。
・食事バランスガイドによる評価データを試作し三角錐
のコマ型を分析したところ、戦後の不足時代は灰皿型、
日本型食生活の時代は三角錐のコマ型となり、現代は主
食が不足し、主菜が過剰であるため不安定なキノコ型と
なっている。
・所得階層別、熱量の食品群別摂取構成の割合は、所得
が増えると穀類が減り動物性食品に偏重し「日本型食生
活」の変容を助長するとしてきた。現代はファストフー
ドが、安価に入手でき動物性食品を過剰に摂取すること
になる。
・若年層から食育によって、健康な食生活を実現するこ
とができるよう、親から子へ行事食や伝統食を伝えてい
くことが飽食を食い止める手段のひとつとされている。
食育・栄養教育の必要性が求められている。
・おいしく食べる工夫をする技術と知恵を学ぶ機会を得
ること、｢日本型食生活｣を実践し継承することが、健康
寿命の延伸につながるよう期待したい。
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